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今村雅弘復興大臣が４月４日の
記者会見で「自主避難は本人の判
断。裁判でも何でもやればいいじ
ゃない」と述べたことに、この政
権の非人間的な冷たさを再実感し
ました。４月19日に原発・エネル
ギー・地域経済研究会（代表吉井
英勝さん）が主催した学習会で、
除本理史さん（大阪市立大学教授）
は「公害はまきちらした当事者が
責任をとるべき。今回の責任は東
電と国にある」とはっきり語られ
ました。

原発事故は公害である
今回の事故は公害である、とと
らえた時、責任者は誰か、公害問
題の解決はどうするのか、が二つ
の問題です。責任者は東電と国で
あることは明確ですが、解決の方
向については、今のままでは被害
者は救われない可能性が大です。
なぜか？それは、被害者の声、要
求を聞いてその人たちの願いに沿
った政策になっていないからです。
ロボット産業や廃炉産業に携わる
人々が移り住んでそれで街の復興
と言えるのか？

放射能測定はバッジを
つけて個々に管理 !?
「避難指示が解除された
から帰るように」と言われ
ても、商店街も、病院も学
校も不十分な状態で、お年
寄りや子育て中の世代、現
役世代は帰れません。今帰
還している 15％の方たち
の多くは60代ということ
ですが、このまま10年も
たてば街の復興どころか、誰もい
なくなってしまうのではないでし
ょうか。しかも最も心配な放射能
については「そこに暮らす人が自
分で線量測定バッジをつけて個々
に管理してください」という政府
の立場を聞いてはとても帰れませ
ん。帰らなくても、「避難指示解
除の１年後には避難慰謝料の賠償
は終了」と言い、避難を続けてい
る人には、住宅保障を打ち切るな
ど棄民政策のような仕打ちをして
います。
福島の人たちにこんな冷たい仕
打ちをしながら、賠償費用につい
ては、東電にすべてを求めるので
はなく、別のやり方で消費者から

回収する仕組みを作っています。
賠償 7.9 兆円のうち 2.4 兆円を消
費者負担にする仕組みです。こう
いう政策は国民を分断して怒りを
真の責任者に向かわないようにし
てこそ実行できるものです。
除本さんは「国がはっきり責任
を認めて、被害者がどういう街づ
くりを望んでいるのかその声を聞
いて、国の責任でその人たちに寄
り添う政策をつくりあげていくべ
き」と言われました。東電という
加害者には手厚く補償し、庶民に
は健康被害把握も経済補償も打ち
切っていく政府を変えることが根
本的解決だとあらためて思いまい
た。 （薮田ゆきえ）

福島原発事故を
公 害 の目で見る

─ 除本理史さん講演を聞いて─ 除本理史さん講演を聞いて

避難指示解除の富岡町にも「通行止め」の区域が

富岡町夜の森（17/1/9訪問）




